
1 

 

亀山市いじめ防止基本方針  
 

平成 26 年 1 月 23 日 

亀山市教育委員会 

                        

はじめに 

  いじめは、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心

身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身

体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものである。 

 そこで、亀山市、学校、家庭、地域社会その他の関係者の連携の下、いじめ問題

の克服に向けて、「いじめ防止対策推進法」（平成 25 年法律第 71 号）第 12 条の規

定に基づき、実効あるいじめ防止対策を総合的かつ効果的に推進するため「亀山市

いじめ防止基本方針」を定める。 

 

１ いじめ問題についての基本的な考え方 

(1) いじめ防止対策推進法について 

   いじめ問題への対応は学校における最重要課題の一つであり、一人の教職員が

抱え込むのではなく、学校が一丸となって組織的に対応することが必要である。

これまでも学校において様々な取組が行われてきたが、未だ、いじめを背景とし

て、児童生徒の生命や心身に重大な危険が生じる事案が全国で発生している。 

   そこで、社会総がかりでいじめ問題に対峙するため、基本的な理念や体制を整

備すべく、平成２５年６月に「いじめ防止対策推進法」（以下「法」という。）が

成立した。 

(2) いじめ防止等の対策に関する基本理念 

   いじめは、全ての児童生徒に関係する問題である。いじめ防止等の対策は、全

ての児童生徒が安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組むことができるよ

う、学校の内外を問わず、いじめを未然に防ぐことを目標に行われなければなら

ない。 

   また、全ての児童生徒がいじめを行わず、いじめを認識しながら放置すること

がないよう、いじめ防止等の対策は、いじめが、いじめられた児童生徒の心身に

深刻な影響を及ぼす許されない行為であることについて、児童生徒が十分理解で

きるようにすることを旨としなければならない。 

 (3) いじめの定義 

 法第２条第１項では、「『いじめ』とは、児童等に対して、当該児童等が在籍す

る学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心

理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含

む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものを

いう。」と定義されている。 
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 また、個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にす

ることなく、いじめられた児童生徒の立場に立つことが必要である。 

 具体的ないじめの態様は、次のようなものがある。 

 ・ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

 ・ 仲間はずれ、集団による無視をされる 

 ・ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

 ・ ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

 ・ 金品をたかられる 

 ・ 金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

 ・ 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

 ・ パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 

 なお、上記の「いじめ」には、犯罪行為として取り扱われるべきものがあり、

それらについては、教育的な配慮や被害者の意向への配慮のうえで、早期に警察

に相談・通報の上、警察と連携した対応を取ることが必要である。 

(4) いじめの理解 

 いじめは、どの子どもにも、どの学校にも、起こりうるものである。とりわけ、

嫌がらせやいじわる等の｢暴力を伴わないいじめ」は、多くの児童生徒が入れ替わ

りながら被害も加害も経験する。また、｢暴力を伴わないいじめ」であっても、何

度も繰り返されたり多くの者から集中的に行われたりすることで、「暴力を伴うい

じめ」とともに、生命又は身体に重大な危険を生じさせうる。 

 国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査の結果によれば、「暴力を伴わないい

じめ（仲間はずれ・無視・陰口）」について、小学校４年生から中学校３年生まで

の６年間で、被害経験を全く持たなかった児童生徒は１割程度、加害経験を全く

持たなかった児童生徒も１割程度であり、多くの児童生徒が入れ替わり被害や加

害を経験している。 

 加えて、いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、学級や部活動等の所

属集団の構造上の問題（例えば無秩序性や閉塞性）、「観衆」としてはやし立てた

り面白がったりする存在や、周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在に

も注意を払い、集団全体にいじめを許さない雰囲気が形成されるようにすること

が必要である。 

 

２ 亀山市の取組 

 (1) いじめについての基本的な考え方 

    いじめ問題に取り組むにあたっては、下記の意識（認識）を持つことが必要

である。 

ア いじめはどの子どもにも、どの学校にも起こり得るものである。 

イ いじめは人権を侵害するものであり、人として決して許される行為ではない。 

ウ いじめられている児童生徒を徹底して守り通す。 
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エ いじめの認知件数が増えることが問題ではなく、積極的に認知して解消を

図ることが重要である。 

オ いじめはその行為の態様により暴行、恐喝、強要等の刑罰法規に抵触する。 

カ いじめは学校、家庭、地域等すべての関係者が、総がかりで取り組むべき

問題である。 

 (2) 教育委員会による学校支援 

亀山市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、学校とともに、いじめ

問題に関わる当事者であることを強く認識し、責任を持っていじめ問題の早期解

決にあたる。 

学校は、いじめが発生したら、速やかに教育委員会に一報する。教育委員会は、

学校や教職員からの経過報告や相談を受けるとともに、事案の重大性や学校の意

向等を考慮しながら、指導主事の派遣、スクールカウンセラーの活用等の支援策

を、三重県教育委員会、亀山警察署、北勢児童相談所等との連携のもと検討し、

いじめ問題の早期解決を図る。 

また、教育委員会は、児童生徒の指導に係る体制等の充実のための教員等の配

置、心理・福祉等に関する専門的知識を有する者であっていじめ防止を含む教育

相談に応じる者や、いじめへの対処に関し助言を行うために学校の求めに応じて

派遣される者を確保する。 

 (3) いじめ防止等に係る教職員研修の充実 

教員に対し、三重県教育委員会が実施するいじめ問題に関わる人権教育・生徒

指導研修等への積極的な参加を促すとともに、亀山市生徒指導協議会等主催の研

修を企画し、教員のいじめ問題に対する資質能力の向上を図る。また、校内研修

会等に指導主事を派遣することで、教職員のいじめ問題に対する対応力を向上さ

せたり、学校の組織的な生徒指導を推進したりしていく。 

 さらに、亀山市生徒指導協議会の場を活用し、いじめに関する事例検討を行っ

たり、問題解決の成功事例を共有したりしながら研修を進め、情報を共有すると

ともに、学校相互間の連携協力を図る。 

 (4) 児童生徒によるいじめ防止の取組の促進 

   教育委員会は、児童生徒が学級活動や児童（生徒）会活動の中で、いじめ防止

等のために自主的に行う活動を支援する。 

 (5) 道徳教育及び体験活動等の充実 

   児童生徒の豊かな情操と道徳心を培い、心の通うコミュニケーション能力の素

地を養い、いじめが生まれにくい環境を作るため、道徳教育及び体験活動等の充

実を図る。 

(6) 亀山市いじめ問題対策連絡協議会 

いじめ防止等に関係する機関及び団体が、いじめ防止対策において連携が図れ

るよう、それぞれの取組について情報交換等を行うため、法の趣旨（法第14条第

１項）を踏まえ、「亀山市いじめ問題対策連絡協議会」を設置する。構成は、亀
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山市小中学校校長会代表、亀山警察署生活安全課担当者、北勢児童相談所担当者、

津地方法務局担当者（人権擁護委員）、保護司、弁護士、子ども総合センター長、

亀山市子ども総合センター臨床心理士等とする。 

 (7) 相談機関 

 いじめに関する通報及び相談を受け付けるため、教育委員会では、次の相談機

関を整備する。 

ア 亀山市いじめ等の教育相談窓口 

・電  話 ０５９５－８４－５０７７  

・相談日時 月～金（午前９時～午後５時） 

また、その他の相談機関として、三重県総合教育センター「いじめ電話相談」

等の相談機関があることを、学校･園を通じて周知する。 

 (8) 教育委員会の調査機関の設置 

「亀山市いじめ防止基本方針」に基づくいじめ防止等の対策を実効的に行う。

この調査機関には、専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を募り、公平

性・中立性が確保されるようにする。そのため、本市としては、「亀山市学校問

題調査検討委員会」の枠組みから学校関係者を除いた組織を調査機関として活用

する。 

調査機関の機能は、以下が想定される。 

ア いじめ防止等のための有効な対策を検討するため、審議を行う。 

イ 亀山市の学校のいじめ事案について、必要に応じて調査を行い問題の解決を

図る。 

ウ 法第 28 条に規定する重大事態に係る調査を教育委員会が行う場合は、この

調査機関が行う。 

  なお、法第 14 条第 3 項に規定する教育委員会の附属機関については、設置

根拠となる条例の制定について必要に応じて検討を図る。 

 

３ 学校のいじめ防止等の取組 
(1) 学校いじめ防止基本方針の策定 

   各学校は、国や三重県の基本方針、「亀山市いじめ防止基本方針」を参考にし

て、自らの学校として、どのようにいじめ防止等の取組をおこなうかについての

基本的な方向や取組の内容等を「学校いじめ防止基本方針」（以下「学校基本方針」

という。）として定めるものとする。策定にあたっては、次のことに留意する。 

  ア より実効性の高い取組を実施するため、取組の内容を点検し、必要に応じて

見直しができるようＰＤＣＡサイクルを盛り込んでおくことが望ましい。 

  イ 策定する段階から、保護者や地域の方にも参画いただき、地域を巻き込んだ

学校基本方針とすることが、取組を円滑に進めていく上で有効である。 

  ウ 学校基本方針については、学校のホームページなどで地域にも公開する。 
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 (2) 学校におけるいじめ防止等の対策のための組織の設置 

 法第２２条で、「学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効

的に行うため、当該学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を

有する者その他の関係者により構成されるいじめの防止等の対策のための組織を

置くものとする。」と組織的な対応を行うため中核となる常設の組織を置くことが

規定された。 

   ア 想定される具体的な役割 

(ｱ) 学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・検

証・修正の中核となる役割 

(ｲ) いじめの相談・通報の窓口としての役割 

(ｳ) いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動等に係る情報の収集と

記録、共有を行う役割 

(ｴ) いじめの疑いに係る情報があった場合には緊急会議を開いて、いじめの

情報の迅速な共有、関係ある児童生徒への事実関係の聴取、指導や支援の体

制・対応方針の決定と保護者との連携といった対応を、学校が組織的に実施

するための中核としての役割 

イ 組織を設置する上での留意点 

(ｱ) 各学校の「生徒指導部会」「生徒指導委員会」等の既存の組織を活用する

ことは、法の趣旨に反しない。組織の名称は、「いじめ防止対策委員会」な

どが考えられるが、各学校の判断による。 

(ｲ) 個々のいじめ事案によって、関係の深い教職員を構成員に追加したり、

スクールカウンセラー等の専門的な知識を有する者を招いたりするなど、柔

軟な組織とすることが有効である。 

(ｳ) 外部専門家の助言を得つつ機動的に運用ができるよう、構成員全体の会

議と日常的な関係者のみの会議に役割分担しておくなど、学校の実情に応じ

て工夫することも必要である。 

ウ 組織を運営する上での留意点 

(ｱ) いじめであるかどうかの判断は組織的に行うことが必要であり、教職員

はささいな兆候や懸念、児童生徒からの訴えを全て報告・相談する。集めら

れた情報は個別に記録し、複数の教職員が個別に認知した情報の集約と共有

化を図ることが必要である。 

(ｲ) 特定の教員が抱え込まない仕組みづくりを行うとともに、学校基本方針

の取組状況やいじめ事案への対処などについてＰＤＣＡサイクルで検証を

行う。 

(ｳ) 法第２８条第１項に規定する重大事態の調査を学校が行う場合は、亀山

市教育委員会と連携しながら、この組織を母体としつつ適切な専門家を加え

るなどの対応を行う。 
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 (3) 学校におけるいじめ防止等に関する措置 

ア いじめの防止 

    いじめはどの児童生徒にも、どの学校にも起こりうるものである。また、ど

の児童生徒も被害者にも加害者にもなりうるという事実をふまえ、いじめに向

かわせないための取組を全教職員が計画的に取り組むことが必要である。 

    いじめの未然防止の基本は、児童生徒が安心・安全に学校生活を送ることが

でき、規律正しい態度で主体的に参加・活躍できるような授業づくりや集団づ

くり、学校づくりを行うことである。 

イ 早期発見 

    いじめは大人が気付きにくく、いじめであると判断しにくい形で行われるこ

とが多い。ささいな兆候であっても、疑いを持って早い段階から複数の教職員

で的確に関わり、いじめを積極的に認知する姿勢が重要である。 

    日頃から見守りや信頼関係の構築等に努め、児童生徒の示す小さな変化や危

険信号を見逃さないようアンテナを高く保つとともに、教職員相互が積極的に

情報交換を行い、情報共有できる組織にしていくことが大切である。 

    なお、法第１６条では、いじめを早期に発見するために「在籍する児童等に

対する定期的な調査その他必要な措置を講ずるものとする。」と定められてお

り、学校に定期的な調査等を行うことを義務づけている。 

ウ いじめ対する措置 

    発見・通報を受けた場合には、特定の教職員で抱え込まず、速やかに情報共

有し、組織的に対応する。被害を受けた児童生徒を守り通すとともに、毅然と

した態度で加害側の児童生徒を指導する。全教職員の共通理解のもと、保護者

の協力を得て、関係機関・専門機関と連携し、対応に当たる。 

 

４ 保護者・地域の役割 
(1) 保護者の役割 

法第９条では、保護者は「子の教育について第一義的責任を有するもの」とさ

れ、保護する児童等が「いじめを行うことのないよう」規範意識を養うための指

導を行うとともに、いじめを受けた場合は｢適切にいじめから保護する｣ものとさ

れている。 

また、保護者は学校等が講じるいじめの防止等のための措置に協力するよう努

めるものとされ、いじめ防止に関する家庭の役割は極めて重要である。 

(2) 地域の役割 

   子どもが安心して過ごすことができる環境をつくることは、地域社会の大切な

役割であり、地域において大人が子どもを見守ることも重要である。地域住民が

いじめを発見したり、いじめの疑いを認めたりした場合は、学校や教育委員会等

の関係機関に速やかに情報提供や相談を行うよう啓発を進めていく。 
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(3) 学校・保護者・地域の連携推進 

いじめ問題への理解を深めるための広報啓発活動を積極的に行うことで学

校・家庭・保護者の連携推進を図るとともに、相談機関等の周知も積極的に行う。 

 

５ 重大事態への対処 

 法第２８条で、次の場合を重大事態として、学校の設置者又はその設置する学

校は、その事態に対処し速やかに事実関係を明確にするための調査を行うものと

すると規定されている。 

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害 

が生じた疑いがあると認められるとき。 

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを

余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

 (1) 重大事態の意味 

ア 「心身又は財産に重大な被害」については、いじめを受ける児童生徒の状況

に着目して判断する。例えば、次のようなケースが想定される。 

・ 児童生徒が自殺を企図した場合 

・ 身体に重大な傷害を負った場合 

・ 金品等に重大な被害を被った場合 

・ 精神性の疾患を発症した場合 

イ 「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とす

る。ただし、児童生徒が一定期間、連続して欠席しているような場合には、上

記目安に関わらず、学校の設置者又は学校の判断により、迅速に調査に着手す

ることが必要である。 

ウ 児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあっ

たときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない。」あるいは「重大事態

とはいえない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして報告・調査

等に当たる。 

(2) 重大事態発生の報告 

学校は、重大事態が発生した場合、教育委員会を通じて亀山市長へ事態発生に

ついて報告する。 

(3) 重大事態への調査 

ア 調査の趣旨及び調査主体 

(ｱ) 法第２８条の調査は、重大事態に対処するとともに、同種の事態の発生の

防止に資するために行うものである。 

(ｲ) 教育委員会は、学校からの報告を受け、調査主体、組織、方法等を判断す

る。 

(ｳ) 学校が調査主体となる場合であっても、教育委員会は学校に対して必要な

指導、また、人的措置を含めた適切な支援を行う。 
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イ 調査を行う組織 

(ｱ) 学校又は教育委員会の調査機関が、当該重大事態に関する調査にあたる。 

(ｲ) 重大事態の内容により、北勢児童相談所、亀山警察署、津地方法務局等へ

の参加要請を行う。 

ウ 調査結果の提供及び報告 

(ｱ) 教育委員会又は学校は、いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対する

情報を適切に提供する。 

(ｲ) 情報の提供にあたっては、他の児童生徒のプライバシー保護に配慮するこ

とは必要であるが、いたずらに個人情報保護を楯に説明を怠ることがあって

はならない。 

(ｳ) 調査結果については、亀山市長に報告する。 

(ｴ) 調査結果を踏まえて、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望す

る場合、当該児童生徒又は保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、調査

結果の報告に添えて、亀山市長へ報告する。 

エ 再調査 

(ｱ) 亀山市長は、上記ウの報告に係る重大事態の対処又は当該重大事態と同種

の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、再調査を行う。 

(ｲ) 再調査は、三重県教育委員会の協力を得て教育委員会が必要な組織を設置

し実施する。 

(ｳ) 亀山市長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、必要な措置を講じる

とともに、亀山市長は再調査の結果を議会に報告する。 
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学校いじめ防止基本方針（例） 

 

１ いじめに対する基本的な考え方 

  

いじめとは，「当該児童生徒が，一定の人間関係のある者から，心理的，物理的な攻撃を

受けたことにより，精神的な苦痛を感じているもの」です。  

そして，個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は，表面的・形式的に行うことな

く，いじめられた児童生徒の立場に立って行うものです。  

（平成１８年度 文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」）  

 

 

上記の考え方のもと、本校では全ての職員が「いじめは、どの学校・どの学級でも起こりう

るものであり、いじめ問題に全く無関係ですむ児童はいない。」という基本認識にたち，全

校の児童が「いじめのない明るく楽しい学校生活」を送ることができるように、「いじめ防

止基本方針」を策定した。  

   いじめ防止のための基本姿勢として、以下の５つのポイントをあげる。  

①いじめを許さない、見過ごさない雰囲気づくりに努める。  

②児童一人一人の自己有用感を高め、自尊感情を育む教育活動を推進する。  

③いじめの早期発見のために、様々な手段を講じる。  

④いじめの早期解決のために、当該児童の安全を保障するとともに、学校内だけでなく各種

団体や専門家と協力して，解決にあたる。  

⑤学校と家庭が協力して，事後指導にあたる。  

 

２ 学校におけるいじめ防止等の対策のための組織 

（１）「いじめ防止対策委員会」の設置  

いじめ防止に関する措置を実効的に行うため、管理職、生徒指導主事、教育相談担当、

養護教諭、心理の専門家等によって構成されるいじめ防止対策委員会を常設する。また、

必要に応じて、学級担任が委員会に加わる。 

（２） 当該組織は，学校が組織的にいじめの問題に取り組むに当たって中核となる役割を担

う。 

① 学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・検証・修正の

中核としての役割 

② いじめの相談・通報の窓口としての役割 

③ いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報の収集と記録、共

有を行う役割 

④ いじめの疑いに係る情報があった時には緊急会議を開いて、いじめの情報の迅速な

共有、関係のある児童生徒への事実関係の聴取、指導や支援の体制・対応方針の決定

と保護者との連携といった対応を組織的に実施するための中核としての役割 

別添 
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３ いじめ防止の対策のための具体的な取組 

 （１）いじめ防止のために 

  ① いじめについての共通理解 

ア いじめの態様や特質、原因・背景、具体的な指導上の留意点などについて、校内

研修や職員会議で周知を図り、全教職員の共通理解を図る。 

イ 児童生徒に対しても、日常的にいじめの問題について触れ、「いじめは人間として

絶対に許されない」との雰囲気を学校全体に醸成していく。 

（例 何がいじめなのかを具体的に列挙して目につく場所に掲示する等） 

   ② いじめに向かわない態度・能力の育成 

ア 学校の教育活動全体を通じて、児童生徒の社会性を育むとともに、他人の気持ち

を共感的に理解できる豊かな情操を培い、お互いの人格を尊重する態度を養う。 

イ 児童生徒が円滑に他者とコミュニケーションを図る能力を育てる。 

  ③ いじめが生まれる背景と指導上の注意 

   ア いじめ加害の背景に様々なストレスが関わっていることを踏まえ、一人一人を大

切にした分かりやすい授業づくりを進めていくこと、児童生徒の人間関係を把握

して一人一人が活躍できる集団作りを進めていくことが求められる。 

イ ストレスに適切に対処できる力を育むことも大切である。 

   ウ 教職員の不適切な認識や言動が、児童生徒を傷つけたり、いじめを助長したりす

ることのないよう、指導の在り方には細心の注意を払う。 

④ 自己有用感や自己肯定感を育成 

ア 全ての児童生徒が、認められている、満たされているという思いを抱くことがで

きるよう、子どもの自己有用感が高められるよう努める。 

イ 自己肯定感を高められるよう、困難な状況を乗り越えるような体験の機会などを

積極的に設ける。 

⑤ 児童生徒自らがいじめについて学び、取り組む機会の設定 

ア 児童生徒自らがいじめの問題について学び、主体的に考え、いじめの防止を訴え

るような取組を推進する。 

イ その際、全ての児童生徒が取組の意義を理解し、主体的に参加できる活動になっ

ているかどうかをチェックするとともに、教職員は陰で支える役割に徹するよう

心がける。 

（２） 早期発見のために 

  ① いじめの実態を把握するための取組 

ア 日常的な児童生徒への目配りや生活ノート(連絡帳)等のやり取りを通して、交

友関係や悩み等の情報の把握に努める。 

イ 学期に 1回以上の生活アンケート(いじめアンケート)調査や教育相談の実施等

により、いじめの実態把握に取り組む 

ウ 抵抗なくいじめに関して相談できる体制を整備するとともに、保健室や相談室

の利用、電話相談窓口について広く周知する。 
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② 保護者との信頼関係を確立することで、家庭訪問や家庭連絡等を通して、児童生徒

の情報交換ができるようにする。   

（３） いじめに対する措置 

① いじめの発見・通報を受けたときの対応 

   ア いじめと疑われる行為を発見した場合、その場でその行為を止める。 

また、「いじめではないか」との相談や訴えがあった場合には、真摯に傾聴する。

いじめの疑いがある行為には、早い段階から適切な関わりを持つことが必要である。

いじめを受けた児童生徒やいじめを知らせてきた児童生徒の安全を確保することも

必要である。 

  イ 発見・通報を受けた教職員は、学校における「いじめの防止対策委員会」に直ちに

情報を共有する。その後、当該組織が中心となり、速やかにいじめの事実の有無の

確認を行う。事実確認の結果は、校長が責任を持って学校の設置者、被害加害双方

の保護者に連絡する。 

  ウ いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものと認められるとき、学校はためらう

ことなく所轄警察署と相談して対処する。児童生徒の生命、身体又は財産に重大な

被害が生じるおそれがあるときは、直ちに所轄警察署に通報する。 

② いじめられた児童生徒又はその保護者への支援 

いじめられた児童生徒から事実関係の聴取を行う。家庭訪問等により、その日の

うちに迅速に保護者に事実関係を伝える。児童生徒や保護者に対し、徹底して守り通

すことや秘密を守ることを伝え、いじめられた児童生徒の安全を確保する。いじめら

れた児童生徒が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう必要な措置

をとり、環境整備を図る。状況に応じて外部専門家の協力を得る。 

③ いじめた児童生徒への指導又はその保護者への助言 

いじめたとされる児童生徒からも事実関係の聴取を行い、いじめが確認された場合、

学校は複数の教職員が連携し、必要に応じて外部専門家の協力を得て、組織的にいじ

めをやめさせ、その再発を防止する措置をとる。事実関係が確認できたら、迅速に保

護者に連絡し、保護者の協力を求めるとともに、保護者に対する継続的な助言を行う。 

いじめた児童生徒へは、自らの行為の責任を自覚させる。なお、いじめの背景にも目

を向け、当該児童生徒の安心・安全、健全な人格の発達に配慮する。いじめの状況に

応じて、特別の指導計画による指導のほか、関係機関との連携による措置も含め毅然

とした対応をする。 

④ いじめが起きた集団への働きかけ 

いじめを見ていた児童生徒に対しても、自分の問題として捉えさせる。また、はや

したてるなど同調していた児童生徒に対しては、いじめに加担する行為であることを

理解させる。学級全体には、いじめは絶対に許されない行為であり、根絶しようとい

う態度を行き渡らせる指導をする。 

いじめの解決とは、被害児童やその保護者からの被害の訴えがなく、かつ複数の教

員の観察等から実態がないと判断されたときとするものとする。 
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⑤ ネット上のいじめへの対応 

ネット上の不適切な書き込み等については、被害の拡大を避けるため、直ちに削除

する措置を取る。その際、必要に応じて関係機関の協力を求める。なお、児童生徒の

生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは、直ちに所轄警察署に

通報し、適切に援助を求める。 

学校における情報モラル教育を進めるとともに、保護者においてもこれらについて

の理解を求めていく。併せて、ネット上の人権侵害情報に関する相談の受付など、関係

機関の取り組みについても周知する。 

 

４ 保護者・地域の役割 

(1) 保護者の役割 

いじめ防止対策推進法第９条では、保護者は「子の教育について第一義的責任を有す

るもの」とされ、保護する児童等が「いじめを行うことのないよう」規範意識を養うた

めの指導を行うとともに、いじめを受けた場合は｢適切にいじめから保護する｣ものとさ

れている。 

また、保護者は学校等が講じるいじめの防止等のための措置に協力するよう努めるも

のとされ、いじめ防止に関する家庭の役割は極めて重要である。 

(2) 地域の役割 

    子どもが安心して過ごすことができる環境をつくることは、地域社会の大切な役割で

あり、地域において大人が子どもを見守ることも重要である。地域住民がいじめを発見

したり、いじめの疑いを認めたりした場合は、学校や市教育委員会等の関係機関に速や

かに情報提供や相談を行うよう啓発を進めていく。 

(3) 学校・保護者・地域の連携推進 

学校は、ＰＴＡの各種会議や保護者会等の機会を利用して、いじめの実態や指導方針

等の情報提供を行ったり、学級通信や学年通信を通して協力を呼びかけたりして、保護

者との連携を推進しなければならない。 

また、学校は、いじめ防止基本方針をホームページ等で公開することで、学校、保護

者だけでなく地域住民もまきこんで、地域ぐるみのいじめ防止対策を効果的に推進する

ことが必要である。 

 

５ 重大事態への対処 

  (1) 重大事態とは 

重大事態とは、①「いじめにより生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた

疑いがあると認めるとき」、②「いじめにより生徒が相当の期間学校を欠席すること

を余儀なくされている疑いがあると認めるとき」をいう。 

①については、いじめを受ける生徒の状況で判断する。本校の場合、たとえば、身

体に重大な傷害を負った場合、金品等に重大な被害を被った場合などのケースが想定

される。 
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②の「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とする。

ただし、生徒が一定期間、連続して欠席しているような場合には、適切に調査し、校

長が判断する。 

また、生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあったとき

は、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえない」

と考えたとしても、重大事態が発生したものとして調査や報告等にあたる。 

(2) 重大事態への対応    

校長が重大事態と判断した場合、直ちに、亀山市教育委員会に報告するとともに、 

校長がリーダーシップを発揮し、学校が主体となって、いじめ対策委員会が調査を行

い事態の解決に当たる。また、事案によっては、亀山市教育委員会の調査機関が調査

を行い対応にあたる。 

調査結果については、亀山市教育委員会を通じて亀山市長に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     


